
  

  

  

  

  

  

  

  

 

１．はじめに 

 地域の金融機関が大学とともに産学官連携

活動を展開する「学金連携」がマスコミでも

取り上げられるようになってきた 1)。一方で、

昨秋からの経済環境激変で、金融機関の中小

企業向け融資が明確に減少傾向にある 2)。こ

のように、金融機関は経済基盤を構築する公

的な役割を持つと同時に産業界の一員である

と言う２面性が存在する。大学が金融機関と

ともに産学連携活動を推進する場合、金融機

関の２面性を考慮した持続的連携体制の構築

が望まれる。そこで、本研究会は、散発的に

各地で進められている学金連携の活動事例を

集約し、現状の把握および分析、モデル化な

らびに双方の本体業務にメリットをもたらす

ためのシステム論化の検討を通じて、学金連

携のより効果的な推進に貢献することを目的

とする。そして、平成 20 年 9 月に発足会、

同 11 月に第１回研究会、平成 21 年 3 月に

第２回研究会を開催して情報交換を行うと共

に知見の共有に努めてきた。今回は当研究会

における活動状況を報告する。 

 

２．各地で行われる学金連携の状況 

 第１回研究会（平成 20 年 11 月、東京海

洋大学にて開催）参加者の報告を以下にまと

める。なお、大学名後の（）は現在の連携協

定締結機関数を示す。 

・北海道：【北見工大】（５機関）は、金融機

関からの客員教授が学部生ＭＯＴ教育を担

当する一方、金融主催ＭＯＴセミナーへ大

学から講師派遣等を行っている。 
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【北海道大】（３機関）は金融機関から人材派

遣（特任准教授）を受け、寄付研究部門を

設置し、学生対象のＭＯＴ講座を定期的に

開催している。 

・東北：【山形大】（２機関）では人事交流を

進めながら、金融担当者研修を行い、共同

研究等を行う企業向けの無担保無保証で資

金融資する金融商品（融資限度 300 万円）

を開発。さらに学金連携体制に基づく地域

力連携拠点（学金連携横町）が H20 年度に

採択された。 

【福島大】（５機関）と連携協定を締結し、連

携協力員（延べ 9 名）を委嘱している他、

福島大学からの斡旋を条件にする教育ロー

ン（限度額 500 万円）を運用中。 

・関東：【宇都宮大】（６機関）は、共同研究

までの発展が少ないものの技術相談に対応

している。なお、H20 年度までは地元企業

からの求人依頼が多かった。 

【東京海洋大】（１機関）は、江東区との産学

連携事業を進める過程で金融機関との連携

を強めた。技術相談に対応するが、具体的

成果に結びつきにくい課題を抱える。 

【工学院大】は東京商工会議所を軸とする広

域連携体制の中で金融機関との連携を進め

ており、東商テクノネットの中小企業向け

「技術評価事業」に近隣 6 大学で参画して

いる。 

【芝浦工大】は今後、地域金融機関との連携

を検討中。上記東商テクノネット「技術評

価事業」に参画している。 

・北信越：【新潟大】（４機関）は、金融職員



向けの産学連携に関する土曜セミナーを開

催するとともに、共同研究を行う企業向け

の産学連携ローン制度（融資限度 5,000 万

円）を運用している。 

・中国：【島根大】（４機関）は、相談取り次

ぎ、大学の情報発信を行っているほか、農

業分野の産学連携を展開している。 

【岡山大】（４機関）は、３機関担当者に産学

連携マネージャーを委嘱し、金融機関対象

のセミナー開催、技術相談仲介や大学発ベ

ンチャー支援策の検討を進めている。 

写真 1 第２回学金連携システム研究会の風

景（H20.3.17、東京海洋大学にて） 

 

・四国：【高知大】（１機関）は、銀行主催「食

の相談会」を支援する他、技術相談取次ぎ

では「はがき形式」の相談申込書を活用中。 

力向上のために、いわゆるリレバンへ寄せる

期待が強いことを理解できた。 

 さらに、山梨大学と地元企業との共同研究

を仲介する客員社会連携コーディネーターを

100 名規模で運用 4)しようとしている(株)山

梨中央銀行営業統括部担当者に第２回研究会

で講演頂いた。写真１は講演中の風景である。 

・九州：【大分大】（4 機関）は、金融機関対

象に教育講座を開催。金融機関の関与で新

商品開発や買い物動向調査を実施したとこ

ろ、共同研究相手の金融機関がリレーショ

ンシップバンキング賞を受賞した。  

４．今後の予定 【まとめ】技術相談の仲介はいずれの金融機

関も行っているが、共同研究等への発展事例

は少ない。これは相談フォローアップが不十

分であるとか、企業の相談レベルが大学とマ

ッチしない等の理由が考えられる。また、こ

の問題を解決する試みとして、金融機関担当

者へのＭＯＴ教育に取組む大学が数校ある。

さらに、中小企業向けの共同研究等の融資を

目的とする金融商品も開発されている。 

 全国的な学金連携の進展状況を客観的に把

握するため、全国の大学ならびに金融機関に

対する大規模なアンケート調査を山形大学が

中心になって企画している。このデータに基

づき地域ごとの学金連携活動がどのように進

展しているのかを俯瞰し、現在の経済状況下

で地域イノベーション創出を進めるための持

続的な学金連携システム構築に向けた検討を

進めていく予定である。  

３．情報収集活動  
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